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ダレスな性質から一国の法律による規制が意味を失ったり、抵触法による処理が困難になったり、さらには匿名性ゆえに実際の法適用そのものが難しいといっ 問題を指摘し、規制に消極的な見方もないではない。しかしながら、 の適用が困難な場面があるからといって、サイバースペースを現実社会の法規制の届かない特殊な世界とみなすべきではな 。サイバースペースと いっても、その実体は無数のコンピューター ケーブルというハードウェアに これを操作する人間がネットワ ク 構成して るのに





























─ 26 ── 27 ─
に解する理由としては、発信者の有する表現の自由、通信の秘密およびプライバシー権を不当に侵害しないようにするため、発信者情報の開示を受ける要件 厳格 するためのものであ とされる
８。しかしながら、表現の自由に関しては公共の福祉の下で認めら










任を転換すること 理論的に不当な解釈であると言 ざる 得ない。なるほど確かに、プロバイダ責任制限法はプロバイダに独自の判断を許さず、訴訟を起こさせ裁判その判断を仰ぐようにさせる構造を有しているとされ
13、プロバイダに対して開示しない方向









の事件は、エステティックサロンの経営者である債権者 電子掲示板を提供するサービスを運営す 債務者に対して 掲示板へ書込みにより名誉を毀損されたとして、発信 情報開示請求権を被保全権利として、ＩＰアドレス等の発信者情報 開示を求めたもので、原決定が申立ての一部を認める仮処分をしたところ、債務者が保全異議を求めたという異議審の判断 あ 。
この件につき裁判所は、 『本件法律四条一項一号は、発信者情報
開示請求権の要件の一つとして、 「侵害情報の流通によって当該示の請求をする者 権利が侵害されたことが明らかであるとき」と規定しているところ、ここで「明らか」とは、権利が侵害されたこ が明白であ いう趣旨であり、権利の侵害を明白に根拠づける事実 存することだけでなく、不法行為等 成立 阻却する事由があることをうかがわせるような事情が存在しないこ までを意味するものと解される。したがって、債権者は、ウェブサイト上の電子掲示板にされた書き込みにより名誉 毀損されたこ
─ 28 ── 29 ─























ら、書き込みが上記〔１〕 、 〔２〕又は〔４〕の要件に該当することをうかがわせるような事情が存在しないことの疎明がないときは、債権者は、意見等の前提としている事実の重要な部分 真実であることをうかがわせるような事情が存在しないことを疎明しなければならない。 』としている。
この判断のうち、前半の一般的名誉棄損に関する部分は最判昭







は、立法当初、氏名その他の侵害情報の発信者の特定に資する情報であって総務省令で定めるも とするプロバイダ責任制限法四条一項柱書の定めを受けて発令された平成一四年総務省令第五七号により、①発信者その他の侵害情報 送信に係る者の氏名・名称（一号） ②それらの者の住所（二号） 、③発信者の電子メールアドレス（三号） 、④侵害情報に係るＩＰアドレス（四号） 、⑤Ｉ
─ 28 ── 29 ─
Ｐアドレスに係るタイムスタンプ（旧五号）が限定列挙されていた。このことから、当初の手続は、 ロバイダによるＩＰアドレスとタイムスタンプの開示によって、プロバイダ等が当該時間に当該ＩＰアドレ を割り当てていた利用者を特定し、インターネット接続契約から住所・氏名等を開示することで発信者を明らかにすることを予定としているも と理解され いた
18。
しかしながら、これについては、たとえば、ＩＰアドレスは発
信者特定につながる情報ではあるものの ＩＰアドレス タイムスタンプとアクセス・プロバ ダ等のログさえあれば、必ず発信者情報を特定できるものではない となど 指摘がな て
た
19。
こうした批判を受けて二〇一一年に総務省令が改正され、⑥侵害情報に係る携帯電話端末等からのイン ーネット接続サービス利用者識別符号（新五号） 、⑦侵害情報に係るＳＩＭカード識別番号のうち携帯電話端末等からのインターネット接続サービスにより送信されたもの（六号） 、⑧④、⑥〜⑦に係るタイムスタンプ（七号）が付け加えられた
20。
こうした省令の改正は、携帯端末等からの発信 多いというわ












は、訴訟を提起して判決を取得した上で強制執行による実現を検討すべきことになる。しかしながら、一般的に大手のプロバイダがアクセスログ 長期間にわたって保存 いることは稀であり、通常は二週間ないし三か月で削除され いるという実情に鑑みれば、発信者情報を命じる本案判決を待っていたのでは、権利救済の道が閉ざされるおそれがある
23。そこで、民事保全手続、わけて
も仮 地位を定める仮処分手続 利用 発信者情報の開示を受けることで暫定的な救済を得ておいて、本案訴訟に備える必要性があるのである。
ところで、こうした発信者情報を命じる仮処分の必要性 つい
て立法者は、当該 処分がいわゆ 満足的仮処分となるものと解し得ることを前提として消極的な理解を示し いた
24。すなわち、
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の管理者が保有している発信者情報のうち、タイムスタンプに関 は、 開示 じ 仮処分を認めるべきであると解する。
また、複数のアクセス・プロバイダを経由するような場合には、












の訴えを提起することができるとき（民事保全法一一条）にすることができる。そこで、日本の裁判所に管轄権がある場合について検討するに、実務においては、発信者情報開示の被保全権利を、後述するように、プロバイダ責任制限法四条に基づく発信者情報開示請求権であるとし、この請求権は、一定の厳格な要件 充たされる場合にプロバイダ等に課された守秘義務を解除 開示に応じるべき義務を発生させることを目的とするも と解してい
る
32。
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しかしながら、このように発信者情報開示を命じる仮処分の被



























者を特定してしなけれ ならない（民事保全規則一条・一三条・民事訴訟規則二条一項二号 民事保全法二五 二参照） 。しかしながら、主として電子掲示板では、管理者等の表示がされていない場合や、そもそも誰が管理者であるかわからない場合 ある。また、誰が管理 かわかったとしても 住所がわからないた訴状等の送達先が明ら でないこ もある
43。
こうした場合、日本国内のドメイン・ネーム（ＪＰドメイン）

























て、保全の必要性 肯定され ことが多いとされ 。
それから、その疎明の程度については、通常の疎明の場合は裁
判所が一応確からしいとの心証を抱く程度でよ るところ、発信者情報の開示を命ずる仮処分がいわゆる断行の仮処分であることからすれば、通常の仮処分の場合と比較して高度 疎明が要求されているものと解すべきである。もっ も、保全事件においては、その迅速性・暫定性に んがみ、被保全権利については証
─ 32 ── 33 ─
明ではなく疎明で足りるとされていること（民事保全法一三条二項）からすると、本案事件における証明に等しい程度までの疎明を要求することは相当ではないと解す 。
また、仮の地位を定める仮処分に関しては、原則、 「口頭弁論又
は債務者が立ち会うことができる審尋の期日」を経 必要がある（民事保全法二三条四項本文） 。そこで、債務者に対する審尋期日の呼び出しが必要となると ろ、審尋期日への呼び出しは「相当と認める方法」によることで足り されているこ から（民事保全規則三条一項） 、国内であれば、電話、ファクシミリあるいは郵便により行うことができる。
これに対して、外国法人に対して呼び出し 行う場合、当該外
国法人が民事又は商事に関する裁判上及び裁判外の文書の外国における送達及び告知に関する条約の締約国で同条約一〇条⒜につき拒否宣言していない国、または、同条約締約国 はなく民事訴訟手続に関する条約の締約 で同 約六条一項一号につき拒否宣言していることが確認されていない国 所在する場合、郵便による直送によって呼び出 状を送ることが可能であるとされる
51。
ただし、 「その期日を経ることにより仮処分の申し立ての目的を






は、明文の定めのあるものを除き、仮差押えの執行又は強制執行の例によるも とされている（民事保全法五二条二項） 。そして、発信者情報開示を命じる仮処分は不代替的作為を命じる仮処分であるから、当該仮処分 令を債務名義として 間接強制 方法によって執行が行われ （民事執行法一七二条） 。
もっとも、外国に所在する法人などに対して日本の裁判所が発



























































新堂幸司『新・民事訴訟法第 版』 （弘文堂、二〇一一年）六〇九─六一四頁、伊藤眞『民事訴訟法第四版補訂版』 （有斐閣、二〇一四年）三五九─三六〇頁、高橋宏志『重点講義民事訴訟法上巻第二版補訂版』 （有斐閣、 〇一三年）五三九─五五〇頁など。11　
壇俊光「プロバイダ責任制限法における発信者情報開示の実務的な問題」


























































































敏夫＝高田裕成『条解民事訴訟法〔第二版〕 』 （弘文堂、二 一一年）五五頁〔新堂幸司＝高橋宏志＝高田裕成〕 。41　
同上。
42　
もっとも、外国法人の日本支社などが内国法人として存在し、ウェブサイ
ト等の管理業務に携わってい 場合には、当該内国法人を債務者とすれば足りる。野村前掲注
32・二七頁。
43　
壇前掲注一一・九一頁。
44　
野村前掲注
32・二八頁注六。
45　
たとえば、東京地判平成一五年四月二四 金判一一六八号八頁。
46　
町村他前掲注
11・二四四─二四五頁〔森亮二〕参照。
47　
住友前掲注２・八九頁。
48　
最高裁平成二二年四月八日民集六四巻三号六七六頁も、 、アクセス・プロバ
イダに対する直接の発信者情報開示請求を認めている。49　
肖像権侵害を理由としたものとして、東京地決平成二七年九月三〇日（公
刊物未搭載）がある。50　
たとえば、発信者が個人 て
IP
アドレスを獲得したサーバーを用いてイ
ンターネットに接続し、掲示板に書き込んだ場合が考えられるとされる。鬼澤＝目黒前掲注８・七頁・八頁。51　
野村前掲注
32・三四頁。東京地裁の実務においては、日本郵便の国際スピ
ード便を用いて呼出状を送付し、郵便追跡サービスを利用して配達の有無を確認することが多いとされる。52　
野村前掲注
32・三四頁。
53　
諸外国の法制について、中野貞一郎＝原井龍一郎＝鈴木正裕編『民事保全
講座
１
』 （法律文化社、一九九六年）三二二頁以下〔中野俊一郎〕 、中野俊一
郎「外国保全命令の効力」高桑昭＝道垣内正人編『新・裁判実務大系第三巻国際民事訴訟法〔財産法関係〕 』 （青林書院、二〇〇二年）四一四頁以下など。54　
長谷部由起子「保全の必要と被保全権利の存在」高桑昭＝道垣内正人編
『新・裁判実務大系第三巻国際民事訴訟法〔財産法関係〕 』 （青林書院、二〇〇二年）四一一頁。55　
同上。
56　
裁判外紛争処理機関の活用を提言する者として、町村前掲注
３
・一八頁、
町村他前掲注
11・二五九─二六〇頁〔町村泰貴〕 。
─しみず
　
ひろし・法学部教授─
